
  さいたま都市計画地区計画の変更

さいたま都市計画土呂駅周辺地区地区計画を次のように変更する。
決 定 告 示 年 月 日

平成２８年１１月２５日

    名    称   土呂駅周辺地区地区計画

    位    置
  さいたま市北区土呂町、土呂町１丁目、土呂町２丁目及び宮原町

１丁目の各一部

    面    積   約５１．２ｈａ

地区計画の目標

  当地区は、ＪＲ東日本宇都宮線土呂駅を中心とした交通至便な区

 域であり、既に土地区画整理事業により都市基盤の整備が完了した

 区域である。

   また、当地区は、今後、地域中心地として、駅周辺部においては

 土地の高度利用が進行しつつあり、活発な建築活動が予想される区

 域である。

   このようなことから、当該地区における地区計画の目標として、

 次の２つを設定する。

 ① 地域中心地にふさわしい商業・業務地の形成

    駅周辺部については、魅力ある地域中心地にふさわしい安全で

  快適な商業・業務地づくりを行う。

 ② うるおいのある住宅地の形成

   地区縁辺部の住宅地化が進行する区域については、緑豊かなう

  るおいのある住宅地の形成を推進する。

区域の整備、開発及び保全に関

する方針 

〈土地利用の方針〉  

 駅周辺部については、商業・業務地を配置し、安全で快適な商業

 ・業務空間の形成を図る。

   その他の地区縁辺部については、緑豊かなうるおいのある住宅地

 としての土地利用を推進する。

〈地区施設の整備の方針〉 

  地区施設は、既に土地区画整理事業により一体的に整備されてい

 るので、これらが地区施設としての機能を損なわれないように維持

 保全を図る。特に、区画道路は地区計画の目標に照らし合わせて、

 安全で快適な生活道路とする。

〈建築物等の整備の方針〉 

 駅周辺部については、魅力ある商業・業務地とするため、建築物

 等の用途の制限、壁面の位置の制限等の適用を図るとともに、建築

 物等の形態又は色彩その他の意匠について調和を図るように努め 

る。

  また、街並み景観の向上を図るため、広告又は看板等についての

 制限を定め、魅力的な商店街の形成を促進する。

  その他の地区縁辺部については、未利用地の市街化を適正に誘導

 し緑化の推進を図るなど、うるおいのある住宅地の形成を図る。
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 名称       Ａ 地 区       Ｂ 地 区

 区分の

 面積       約９．０ｈａ       約４．１ｈａ

 建築物等の用

 途の制限

  次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

① 地区整備計画図に示す壁面線ａに面する１階部分を住宅、共同住宅、

  寄宿舎又は下宿の用に供するもの

 ② 倉庫業を営む倉庫

 ③ 工場（建築基準法施行令第１３０条の６に規定するものを除く。）

 ④ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第２

  号から第５号に規定する営業を営む施設

 建築物の建築

 面積の敷地面

 積に対する割

 合の最高限度

７／１０ 

ただし、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合は、建築基準法 

 第５３条第３項第２号に該当する建築物にあっては８／１０とする。

 建築物の敷地

 面積の最低限

 度

１００㎡ 

   ただし、現に建築物の敷地として使用されている土地で当該規定に適合

 しない土地について、その全部を一の敷地として使用する場合は適用しな

 いものとする。

 壁面の位置の

 制限

  建築物の外壁又はこれに代わる柱

 は、地区整備計画図に示す壁面線ａ

 ～ｃを越えて建築してはならない。

  建築物の外壁又はこれに代わる柱

 は、地区整備計画図に示す壁面線

 ｂ 、ｃを越えて建築してはならな

 い。

建築物の外壁又はこれに代わる柱

の面から隣地境界線までの距離は

  1.0ｍ以上とする。
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 建築物等の形

 態又は色彩そ

 の他の意匠の

制限

 １．地区整備計画図に示す壁面線ａに面する建築物の屋根の形態は勾配屋

   根を基調とする。

 ２．建築物の軒、庇及び出窓等建築物より突出する部分は、地区整備計画

   図に示す壁面線を越えて設置してはならない。ただし、壁面線に面する

   １階部分を店舗として利用する場合の店舗部分にかかる庇及び日よけで

   次の条件に適合するものについてはこの限りでない。

  ・ 如何なるときでも即座に収納が可能で、地区整備計画図に示す壁面

     線からの突出距離が１ｍ以内、かつ、宅地地盤面からの高さが２．５

     ｍ以上のもの

 ３．屋外広告物は、さいたま市屋外広告物条例に規定されるもののうち次の 

  各号に掲げるものについては設置しないものとする。

  ① 建築物から独立した広告（サインポール、広告塔、広告板等)

      ただし、敷地内でかつ地区整備計画図に示す壁面線を越えない位置

     に設置する場合についてはこの限りでない。

   ② 掛看板又は突出し広告

       ただし、地区整備計画図に示す壁面線を突出しない場合、若しくは

     当該壁面線を越える敷地上又は歩道上で、宅地地盤面から下端までの

     高さが３．０ｍ以上、車道上では４．５ｍ以上の場合はこの限りでな

   い。

   ③ 立看板

       ただし、敷地内でかつ地区整備計画図に示す壁面線を越えない位置

     に設置する場合についてはこの限りでない。

 垣又はさくの

 構造の制限

   道路に面する側の垣又はさくの構造は、次の各号の一に掲げるものと

する。

  ただし、地区整備計画図に示す壁面線ａに面する部分については、垣又は

さくを設置しないものとし、壁面線ｂに面する部分については、これを越え

て設置してはならない。

① 生垣

② 宅地地盤面からの高さが 0.6ｍ以下の基礎部分の上に透視可能な材料

で造られたもので、かつ、宅地地盤面からの高さが 1.5ｍ以下のも

の

    理  由    風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（平成２７年

法律第４５号）による風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部改正に伴

い、建築物等の用途の制限について変更を行うものである。 


